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１．はじめに
本稿では、労働組合の組織化やそれに伴う労働条件決定に対して産業別労働
組合が与える影響を検討する。
一般的に日本の労働組合は企業別労働組合の権限が大きく、その一方で産業
別労働組合の権限は小さいと言われている。産業別労働組合は企業別労働組合
の意見調整機関であって、積極的に各企業の労使関係に働きかけず、財政や人
員に関しても企業別労働組合が大きな権限を確保しており（２）、産業別労働組合
は企業別労働組合の連合体でしかないという指摘は多くの先行研究で指摘され
てきた。代表的な研究として、白井（１９７８、１９９６）や氏原（１９５５）などがあげ
られよう。
企業別労働組合の権限拡大は、社内事情に従属した組合側の交渉力ゆえに、
労使交渉の脆弱性を生み出すと指摘されることも多い（３）。しかし、従業員キャ
リアの内部化が進めば、企業内に設置される制度やルールも増え、企業特殊的
な労使交渉も増加するという側面もある。その場合、企業別労働組合の役割は
大きくなると言えよう。たとえば、団体交渉と労使協議を比較検証した氏原
（１９７９）は、団体交渉だけではなく労使協議によって扱われる交渉事項の拡大
を指摘した。また小池（１９８３）では、内部労働市場の成立を前提に企業別労働
組合による発言範囲の拡大が指摘されている。
ところで、企業別労働組合の大きな権限が強調されると、そもそも企業別労
働組合とは質的にも異なる産業別労働組合の役割が見過ごされる危険性もあ
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る。日本の産業別労働組合の役割として春闘があげられるが、その他にも産業
別労働組合の役割はあり、とくに労働組合組織化に関してはその役割は大きい
と考えられる。もちろん、企業別労働組合であっても関連会社や取引先などを
積極的に組織化しているところもあるが、一般的に企業別労働組合は他企業の
組織化には熱心ではない。
しかし、１９７５年から現在まで労働組合の推定組織率（以下、組織率と呼ぶ）
は低下を続けてきた。（中村・佐藤・神谷（１９８８）や中村編（２００５）参照）。労
働組合新設の勢いが後退するなかで既存組合の組合員数が大幅減少している
（中村編（２００５）参照）。この事実は、産業別労働組合の機能低下が新設労働
組合の増加率を低下させたと解釈できる。したがって本稿では、組織化とそれ
に伴う労働条件決定に関して産業別労働組合の役割を検討したい。
産業別労働組合の中には組織化に成功している組合もある。なかでも UIゼ
ンセン同盟は、２００７年時点で組織人員約１００万人を要する日本最大の産業別労
働組合である。なぜ UIゼンセン同盟は組合の組織化に成功しているのか。業
種特性なども考えられるが、それ以外に組織体制や戦略において優れた点が発
見できるかもしれない。本稿は、UIゼンセン同盟の組織化戦略を検証しなが
ら、産業別労働組合の可能性を探りたい。
本稿の構成は、以下の通りである。つづく第２節では、全国データから労働
組合の実態を把握する。第３節では、複合産業別労働組合である UIゼンセン
同盟の組織を検討する。第４節では、UIゼンセン同盟における組織化活動に
ついて分析する。第５節では、最近（２０００年～２００５年）労働組合を結成し、UI
ゼンセン同盟に加盟した５組合のケースを検討する。第６節は、分析結果をま
とめ、そのうえで組合組織化を促す仕組みを検討する。
２．全国の労働組合現状
本稿の調査対象である UIゼンセン同盟について議論する前に、まずは現在
の労働組合の状況を概観しよう。図表１は、これまでの推定組織率、労働組合
員数の変動を示したものである。労働組合の組織率は１９７５年以降一貫して減少
傾向にあり２００３年には２０％を割っている。労働組合員数も１９９４年までは比較的
安定していたが、それ以降は減少傾向にある。２００６年６月時点の推定組織率は
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１８．２％、労働組合員数は１０，０４０，５８０名（単一組合ベース）である。
次に、図表２によって全国組織別の労働組合の規模についてみよう。日本の
労働組合員が加盟している全国組織のうち、もっとも規模が大きいのが連合で
あり２００６年６月時点で６，６４８，８０９名（単一組合ベース）を擁している。実に日
本の労働組合員の約６５％が連合に加盟していることになる。連合に次ぐのが全
労連であり、９３１，６７２名が加盟している。
また、図表３は産業別に労働組合員数（単位労働組合ベース）と推定組織率
を示したものである。これを見ると、最も労働組合員が多い産業は製造業
（２，７３３，４４９人）であり、これに次ぐのが公務（１，１２９，１６３人）、卸売・小売業
（９９２，１２７人）、建設業（９４５，７３６人）、運輸業（８４８，２１５人）と続いている。な
お、女性組合員が多い産業は順に、公務（４５１，７２１人）、製造業（４３５，１０１人）、
卸売・小売業（４２８，０５８人）、医療・福祉（３６３，６４６人）、金融・保険業（３４５，８３４
人）、教育・学習支援業（３２３，６１１人）となっている。
これに対して推定組織率の高い産業は順に、電気・ガス・熱供給・水道業
（５６．８％）、公務（５０．０％）、金融・保険業（４９．７％）、複合サービス事業（４４．９％）、
図表１ 組織率と労働組合員数の変動
出所：『労働組合基礎調査』
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運輸業（２６．８％）、製造業（２５．５％）となっている。
さらに、企業規模別に労働組合数と労働組合員数（ともに単位労働組合ベー
ス）を示したのが図表４である。労働組合数については、国公営を除くと、１００
～２９９人規模の企業で９，０２６組合と最も多く、３０～９９人規模の８，７５１組合、５，０００
人以上規模の８，４３５組合と続いている。連合に限ると５，０００人以上規模が最も多
く６，９５２組合、以下１，０００～４，９９９名規模の４，８６６組合、１００～２９９人規模の４，２３２
組合と続く。全体の傾向と比べると、連合傘下には大企業の組合が多い傾向に
ある。
労働組合員数は、全体（合計）、連合ともに大企業所属者ほど多いが、１００～
２９９人規模でも比較的多いことがわかる。
これに対して、図表５で、組合規模別に労働組合数と労働組合員数（ともに
単位労働組合ベース）を示そう。組合の規模は、合計（全体）、連合ともに小
規模になるほど組合数が多くなっていることがわかる。また、１，０００～４，９９９名
規模の労働組合に所属する組合員数がもっとも多い。
続いて、連合傘下の他産別との比較により UIゼンセン同盟の特徴を示そ
う。図表６は、連合傘下の１０万人規模以上の産業別労働組合について、労働組
図表２ 主要全国組織別労働組合員数
労働組合員数
（単一組合ベース）
合 計 １０，０４０，５８０
連合（日本労働組合総連合会） ６，６４８，８０９
全労連（全国労働組合総連合） ９３１，６７２
全労協（全国労働組合連絡協議会） １５２，２８４
無加盟 ８６３，８１３
その他 １，９５４，７５３
２００６年６月現在
出所：『労働組合基礎調査』
注：「合計」の値と各項目を足し合わせた数値が一致しないのは、
複数加盟しているケースがあるためである。
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合員数、パート組合員数、パート比率をとったものである。
UIゼンセン同盟は、連合内で自治労に次いで２番目に大きい産業別労働組
合である。また、パート組合員を一番多く擁している産業別労働組合でもある
（２９５，６８０人）。さらに、傘下の組合員に占めるパート組合員の比率（パート比
率）を計算すると、サービス・流通連合に次いで３３．２９％の高さであり、３名
に１名がパート組合員である。
図表３ 産業別労働組合員数と推定組織率（単位労働組合ベース）
労働組合員数（人）
推定組織率（％）
（うち女性）
全産業 ９，９６１，２９９ （２，８１０，８８２） －
農業・林業・漁業 １６，７１１ （１，５１０） ２．９％
鉱業 ６，１１２ （７８３） １５．３％
建設業 ９４５，７３６ （６２，２３５） ２０．４％
製造業 ２，７３３，４４９ （４３５，１０１） ２５．５％
電気・ガス・熱供給・水道業 １９３，１７１ （２４，４４２） ５６．８％
情報通信業 ３７８，３７８ （６１，９７８） ２１．７％
運輸業 ８４８，２１５ （６１，５８６） ２６．８％
卸売・小売業 ９９２，１２７ （４２８，０５８） １０．２％
金融・保険業 ７１５，９７０ （３４５，８３４） ４９．７％
不動産業 １７，４４４ （３，６２３） ２．６％
飲食店、宿泊業 ９６，７０１ （３８，７７４） ３．７％
医療、福祉 ４５６，４６８ （３６３，６４６） ８．６％
教育、学習支援業 ６２０，４５０ （３２３，６１１） ２３．３％
複合サービス事業 ３１４，６２８ （７１，１９４） ４４．９％
サービス業 ４４３，４９３ （１２０，９２４） ５．５％
公務 １，１２９，１６３ （４５１，７２１） ５０．０％
分類不能の産業 ５３，０８３ （１５，８６２） －
２００６年６月現在
出所：『労働組合基礎調査』
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図表４ 企業規模別労働組合数と労働組合員数（単位労働組合ベース）
企業規模
合 計 連 合
労働組合数 労働組合員数 労働組合数 労働組合員数
合計 ５９，０１９ ９，９６１，２９９ ３２，７６８ ６，４９９，７８６
５，０００人以上 ８，４３５ ２，５８１，５６８ ６，９５２ ２，１４２，０４４
１，０００～４，９９９人 ７，６７５ １，９５４，１１８ ４，８６６ １，３３４，５７７
５００～９９９人 ４，３９４ ７６１，２７０ ２，３４３ ４５８，６６２
３００～４９９人 ３，６４１ ４８１，０５１ １，８０４ ２７４，１５９
１００～２９９人 ９，０２６ ７１１，７１０ ４，２３２ ３６９，１５４
３０～９９人 ８，７５１ ２５３，９０３ ３，７６５ １１４，７４５
２９人以下 ４，０５３ ３６，５９２ １，５９４ １５，０１３
そ の 他 ３，２３７ １，１０６，６９３ ６６９ ２３９，４６０
国 公 営 ９，８０７ ２，０７４，３９４ ６，５４３ １，５５１，９７２
２００６年６月現在
出所：『労働組合基礎調査』
図表５ 企業規模別労働組合数と労働組合員数（単位労働組合ベース）
労働組合員数規模
合 計 連 合
労働組合数 労働組合員数 労働組合数 労働組合員数
合計 ５９，０１９ ９，９６１，２９９ ３２，７６８ ６，４９９，７８６
５，０００人以上 ９６ ９８７，７０１ ５９ ６６６，４６４
１，０００～４，９９９人 １，４３４ ２，６２５，１２６ ９３５ １，６８５，２５４
５００～９９９人 ２，４１１ １，６５０，０８５ １，６６９ １，１４３，９６９
３００～４９９人 ３，４４５ １，３２５，７７８ ２，４１８ ９３１，８５３
１００～２９９人 １２，１０３ ２，０７５，１８１ ７，７９０ １，３５４，０９４
３０～９９人 １７，８０１ １，０１５，４４０ １０，０１８ ５７９，４３５
２９人以下 ２１，７２９ ２８１，９８８ ９，８７９ １３８，７１７
２００６年６月現在
出所：『労働組合基礎調査』
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３．UI ゼンセン同盟の活動
UIゼンセン同盟は、当初は繊維産業が主体の産業別労働組合であったが、
その後流通関係、小売業界、サービス産業、外食産業、娯楽産業などまで傘下
組織を拡大してきた。また、２００２年には化学・一般産業の産業別労働組合で
あった CSG連合と統合して、組織化対象を拡大してきた複合産別組織である。
UIゼンセン同盟は、複数の産業に広がる組織を業種ごとの部会別組織に
よって運営している。図表７は、２００７年９月時点の部会組織を示したものであ
る。なお、産業別に区分し難い単組は地方部会に組み込まれており、一人でも
参加できる地域別組織としてユニオン・メイトがある。また、UIゼンセン同
図表６ 主要産別労働組合の組合員数
主要産業別労働組合名（連合傘下） 略称 労働組合員数 パート比率うちパート
組合員
全日本自治団体労働組合 （自 治 労） ９４６，７７１ （１６，４５０） １．７４％
全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟 （ＵＩゼンセン同盟） ８８８，０６９ （２９５，６８０） ３３．２９％
全日本自動車産業労働組合総連合会 （自 動 車 総 連） ６９４，９９６ （６３０） ０．０９％
全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会 （電 機 連 合） ６２０，９６０ （７６０） ０．１２％
JAM （Ｊ Ａ Ｍ） ３８１，５７６ （４２０） ０．１１％
日本教職員組合 （日 教 組） ３０１，７９９ （１，７８０） ０．５９％
全国生命保険労働組合連合会 （生 保 労 連） ２４９，５８５ （３０） ０．０１％
日本基幹産業労働組合連合会 （基 幹 労 連） ２４０，５０９ （４０） ０．０２％
情報産業労働組合連合会 （情 報 労 連） ２２２，１０２ （４，０６０） １．８３％
全国電力関連産業労働組合総連合 （電 力 総 連） ２１２，５６３ （６０） ０．０３％
日本サービス・流通労働組合連合 （サービス・流通連合） ２０６，２４５ （７４，１１０） ３５．９３％
日本郵政公社労働組合 （Ｊ Ｐ Ｕ） １３４，８８５ （１１，３１０） ８．３８％
全日本運輸産業労働組合連合会 （運 輸 労 連） １３２，０４２ （３１０） ０．２３％
日本私鉄労働組合総連合会 （私 鉄 総 連） １１９，７４８ （８２０） ０．６８％
国公関連労働組合連合会 （国 公 連 合） １１９，３４８ （４７０） ０．３９％
日本化学エネルギー産業労働組合連合会 （Ｊ Ｅ Ｃ 連 合） １１７，９５２ （７０） ０．０６％
日本食品関連産業労働組合総連合会 （フ ー ド 連 合） １０１，１４２ （１，９００） １．８８％
２００６年６月現在
出所：『労働組合基礎調査』
注：パートタイム労働者とは、労働組合員の所属する事業所において、一般労働者より１日の所定労働時間が短
い者、１日の所定労働時間が同じであっても、一般労働者より１週間の所定労働時間が少ない者及び事業所に
おいてパートタイマー、パート等と呼ばれている労働者をいう。
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盟は職種別の組織であるクラフトユニオン型組合の組織化にも力を入れてい
る。
次に、UIゼンセン同盟の組織について説明しよう。図表８に示したのは、
UIゼンセン同盟本部内の組織図である。部署ごとに職員は配属されている（図
表９）。また、部会別組織ごとにも部局書記局が配属されている（図表１０）。
続いて UIゼンセン同盟の組織について時系列でとらえよう。まず、現在の
UIゼンセン同盟となる以前のゼンセン同盟の部会組織についてみよう。図表
１１は１９９８～２０００年のゼンセン同盟の部会組織である。この時期は、総合繊維、
総合化学・繊維、流通・サービス、専門店、フード・サービス、地方産業とい
う７部会があり、２０００年以降は日本介護クラフトユニオン、ユニオン・メイト
という従来の部会の枠組みに入らない組織形態ができている。図表１１から、ゼ
ンセン同盟が当初から組織化していた繊維関係の組合・組合員数が縮小傾向
し、流通・サービス関係の組合・組合員数が拡大したことがわかる。
続いて、図表１２は２００２年以降の UIゼンセン同盟の部会構成である。２００２年
にゼンセン同盟、CSG連合、繊維生活労連の３産別が統合し部会組織にも変
更があった。そして現在まで UIゼンセン同盟には、繊維関連部会、化学部会、
流通部会、フード・サービス部会、生活・総合産業部会、地方部会６つの部会
図表７ 部会組織
加盟単位組合数 加盟組合数 組合員数
（うち合計短時間）
?
?
?
?
?
?
?
繊維関連部会 １１９ １４６ ５５，３３７ ４，９０５
化学部会 １３２ ２０１ １１６，５０２ ２，２９０
流通部会 ２６５ ３４５ ３６３，６８７ ２０２，４９４
フードサービス部会 １５８ ２０９ １１３，４６１ ５１，６７１
生活・総合産業部会 １７８ １８６ １４６，８４９ ８９，９２０
地方部会 ９５３ １，４０７ １００，８６７ ５，１１９
クラフト・ゼネラル型 ２ ５４ １０５，４８６ ５６，８２０
ユニオン・メイト ４０都道府県支部 ４０ ５５ ４
総計 １，８４７ ２，５８８ １，００２，２４４ ４１３，２２３
２００７年９月現在
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図表９ 部門別職員数
部門 局 人数
総務財政部門 １９名
組織部門 組織拡大局
組織強化・教育局
男女参加・社会運動局
生活応援・共済事業局
他
７名
６名
４名
１６名
５名
政策部門 労働条件局
政策局
他
５名
６名
１名
広報・情報企画局 ７名
政治局 ６名
国際局 ４名
他 １名
図表８ 本部組織図
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図表１０ 部会別職員数
部会名 職員人数
繊維関連部会
化学部会
流通部会
フード・サービス部門
生活・総合産業部会
地方部会
５名
６名
９名
５名
６名
８名
図表１１ 最近１０年間の部会別組合数・組合員数の増減①
１９９８年９月 １９９９年９月 ２０００年９月 ２００１年９月 ２００２年９月
総合繊維
９８
（５７，００４）
８７
（５２，３２１）
８３
（４８，５２６）
８３
（４４，８９４）
８０
（４０，７０１）
総合化学・繊維
１３
（５５，７０４）
１４
（５４，５６０）
１４
（５１，７５１）
１５
（５０，１７３）
１４
（４９，３６５）
衣料産業
２７９
（７４，６９３）
２６７
（６８，３９０）
２４５
（６０，８１２）
２２５
（５４，３３６）
１９５
（４９，２８５）
流通・サービス
２７６
（２１５，８４０）
２９８
（２２６，４７５）
２８７
（２４５，７５４）
２９３
（２４６，３８８）
２９７
（２４５，６０１）
専門店
１０５
（８０，０６４）
１１１
（７７，４４９）
１１４
（８３，３２６）
１１１
（８２，０４９）
１１１
（７９，８１２）
フード・サービス
１２４
（６２，２４０）
１２６
（６０，４０１）
１３０
（６１，９１８）
１２９
（６４，１２６）
１３８
（６６，６９９）
地方産業
３８４
（６２，１０６）
３７６
（５９，２８９）
３７３
（５６，５８１）
３５７
（５３，６３６）
３５９
（４８，７７７）
日本介護クラフトユニオン
１
（１０，０７４）
１
（１８，００８）
１
（３２，８６２）
ユニオン・メイト
（７０）
３７
（１５６）
３９
（１７３）
総計
１，２６０
（６０７，６５１）
１，２５９
（５９８，８８５）
１，２４７
（６１８，８１２）
１，２５１
（６１３，７６６）
１，２２９
（６１３，２７５）
上段は各部会に所属する単位組合数、下段は各部会に所属する組合員数。
注：各部会に所属する単位組合数の合計と、「総計」があわないのは複数の部会に所属する
単位組合があるためである。
３３８ 法政大学キャリアデザイン学部紀要第７号
Hosei University Repository
があり、そのほかはクラフト・ゼネラル型ユニオン（日本介護クラフトユニオ
ンと人材サービスゼネラルユニオン）とユニオン・メイトがある。図表１２を見
ると、最近５年間で最も規模が拡大しているのは流通部会であり、１３７組合、
約１５万人増加していることがわかる。
図表１３は、UIゼンセン同盟における組合員数の増減の詳細を示したもので
ある。データは過去１５年間（１９９３～２００７年）を取っている。１９９４年以降、ゼン
セン同盟の組織人員はほぼ横ばいであったが、UIゼンセン同盟となって以降
は２０万人以上組合員が増加し、２００７年９月段階では１００万人を突破している。
内訳を見ると、毎年ある程度「合理化等を含む解散・脱退人員」および「自然
図表１２ 最近１０年間の部会別組合数・組合員数の増減②
２００３年９月 ２００４年９月 ２００５年９月 ２００６年９月 ２００７年９月
繊維関連部会
１０７
（６３，４０５）
１０４
（５９，７１６）
１０９
（５８，８５５）
１１４
（５７，０８８）
１１９
（５５，３３７）
化学部会
７８
（１１７，１２１）
７９
（１１３，７４１）
８４
（１１２，４１７）
７６
（１１０，８１９）
１３２
（１１６，５０２）
流通部会
１２８
（２１３，８９０）
１２２
（２０９，９９４）
１３０
（２３２，５５２）
１３５
（３０４，２７０）
２６５
（３６３，６８７）
フード・サービス部会
１１２
（８７，００４）
１２２
（９１，６５３）
１２５
（９７，７８４）
１１６
（１０４，１１０）
１５８
（１１３，４６１）
生活・総合産業部会
１７７
（１７２，１４２）
１７８
（１６６，７０６）
１８１
（１９６，３５６）
１８１
（２１０，５６１）
１７８
（１４６，８４９）
地方部会
１，３３４
（１７１，４１２）
１，３１３
（１６６，３０１）
１，２５５
（１５４，３３５）
１，２１７
（１４８，２５４）
９５３
（１００，８５７）
クラフト・ゼネラル型
１
（１７，９５５）
１
（９，９８３）
１
（１２，７２１）
２
（１０５，８６７）
ユニオン・メイト
３９
（７７）
３９
（６０）
３９
（４１）
３８
（３６）
４０
（５５）
総計
１，９７５
（８２５，０５１）
１，９５８
（８２６，１２６）
１，９２４
（８６２，３２３）
１，８７８
（９４７，８５９）
１，８４７
（１，００２，２４４）
上段は各部会に所属する単位組合数、下段は各部会に所属する組合員数。
注：クラフト・ゼネラル型には、JSGU（人材サービスゼネラルユニオン）、NCUU（日本介
護クラフトユニオン）の２つが入る。なお、２００３～２００６年まではNCUUは生活・総合産
業部会所属として集計されている。
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減」はあるが、２００３年以降の「組織拡大人員」が増加しており、とくに２００５年
から２００６年の間はこれが１０万人を超えている。
４．組織化活動
先述したように UIゼンセン同盟は、労働組合の組織化に成功している数少
ない産業別労働組合である。組織化活動の成功要因として業種特性や組織化戦
略の有効性が考えられるが、それ以外に現場の組織化活動そのものの強さもあ
げられる。したがって本節では、現役職員３名のヒアリング調査から UIゼン
セン同盟の組織化活動の実態を把握し、組織化の成功要因を探りたい。
図表１３ 過去１５年間におけるUI ゼンセン同盟組合員数の変動
前年組織人員 組織拡大人員
（＋）
合理化等を含
む解散・脱退
人員（－）
自然減（－） 原因不明の増
減
組織人員
１９９３年 ５９４，０３０ ２３，６７２ １，４２２ １，６２６ ６１４，６５４
１９９４年 ６１４，６５４ １３，７９２ ３，６７２ １３，３４２ ６１１，４３２
１９９５年 ６１１，４３２ ２４，０２７ ５，７７８ １７，０１８ ５ ６１２，６６８
１９９６年 ６１２，６６８ １７，３３４ ８，２９７ ２１，５１１ ６００，１９４
１９９７年 ６００，１９４ １７，３８６ ３，８６５ １０，７３０ ６０２，９８５
１９９８年 ６０２，９８５ １７，９６１ ４，７９５ ８，５００ ６０７，６５１
１９９９年 ６０７，６５１ １９，６４１ ７，４０９ ５，７８１ ６１４，１０２
２０００年 ６１４，１０２ ２２，１０７ １１，９６１ ５，７３６ ６１８，５１２
２００１年 ６１８，５１２ ２４，０９６ ８，１０８ ２１，０３４ ３００ ６１３，７６６
２００２年 ６１３，７６６ ３４，３３７ １１，６９２ ２３，１３６ ６１３，２７５
UI ゼンセン同盟発足時（２００２年） ７８３，８７６
２００３年 ７８３，８７６ ６５，６２５ ４，７８０ １９，６７０ ８２５，０５１
２００４年 ８２５，０５１ ３６，４２７ ４，４９０ ３０，８６２ ８２６，１２６
２００５年 ８２６，１２６ ４４，０９９ ６，６１６ １，２８６ ８６２，３２３
２００６年 ８６２，３２３ １００，０８５ ２，２１６ １２，３３３ ９４７，８５９
２００７年 ９４７，８５９ ７４，４１８ ９，８９６ １０，１３７ １，００２，２４４
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４－１ 組織化の体制
まず、UIゼンセン同盟の人材配置上の特徴として、全職員約３２０名のうち①
産業別労働組合採用のプロパー職員、②単組籍がある職員、および③単組籍か
ら産別組織に移籍した職員がそれぞれ３分の１ずついることがあげられる。プ
ロパー職員の割合は他の産業別労働組合と比較して大きい。ただし、職員間で
担当する仕事に大きな違いはなく、組織内異動は頻繁であり、単組籍がある職
員も組織化の仕事を担当する。もちろん、長期勤続のプロパー職員は組織化の
中長期的戦略を立てる際に頼りになるし、組織化技能の伝承にも役立つと言え
よう。
本部内で組織化を担当する部署は組織拡大局である。組織化後の教育などに
関しては組織強化・教育局が担当するので、この部署は組織化の業務を集中的
に行っている。組織拡大局には、６名の職員が所属している（４）。局長１名、常
任執行委員１名であり、他４名の職員は全国の組織活動を支援している実働部
隊である。全員は、地域ブロック別や業種別に担当社を決めて活動している。
全国オルグと呼ばれる２名は、特定の担当先を決めず、全国における組織化を
担当し、支援活動の自由度も高い。組織化の仕事は経験が必要なので、最初は
先輩の協力を得ながら地域ブロック別のオルグを担当し、さらにその後、地方
支部などを経験した後に全国オルグになる。全国オルグは、組織上は全国支部
長と同格であり、彼らに求められるのは組織化の作戦を立案する能力である。
全国レベルの組織化は本部職員１０名だけで行うことはできないので、各都道
府県支部の協力を得ながら進められている。図表１４に示したのは、都道府県支
部における職員の人数であり、大規模地域では支部職員数は多い。
次に、本部と支部の協力体制について調べると、本部職員は大企業・産別未
加盟を、支部職員は中小企業を担当する傾向が確認される。また、同じ県内に
しか事業所がない企業は支部職員が担当し、各都道府県に事業所が跨る企業は
本部職員が動員される。さらに、単組の専従者（場合によっては非専従者）も
組織化活動に参加することもある。
都道府県支部職員も平均６～８年で定期的な異動が行われており、支部と本
部間の異動も頻繁である。同じ地域を長期間担当すれば、その地域の特性に対
する理解は深まり、人脈も拡がるといえるが、UIゼンセン同盟の方針として
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はオルグ担当者の育成のために定期的な異動を行っている（５）。支部長はその実
績によって評価されると考えられる。
以上要するに、UIゼンセン同盟による組織化戦略は本部の集権的な計画に
よって実施されている。組織化を進める人材戦略をみれば、本部の組織拡大局
職員、支部職員、および個別単組専従職員などの協力によって組織化が行われ
ている。
４－２ 組織化活動のノウハウ
続いて、組織化担当者の仕事と組織化ノウハウについてヒアリング調査から
確認しよう。組織拡大局職員によれば、組織化のパターンは２種類である。第
一に、従業員の不満が高まり、労働組合結成に繋がるタイプがある。産業別労
働組合の力を借りずに企業内の従業員が独自に組織化を取り組む労働組合と、
従業員の一部が産業別労働組合に相談した結果、その協力を得て結成した労働
組合がある。第二に、経営側が労働組合結成に協力的であった企業がある。労
使対立が激化した時、個々の従業員と個別に交渉するよりも労働組合による意
見集約を望む経営者も多い。
図表１４ 都道府県支部の職員数
都道府県支部書記局
職員人数 都道府県支部
１２名 東京
１１名 大阪
７名 愛知
５名 埼玉、神奈川、滋賀、兵庫、福岡
４名 北海道、宮城、千葉、新潟、岐阜、静岡、京都、広島、岡山
３名
青森、岩手、福島、茨城、栃木、群馬、富山、石川、福井、
長野、三重、奈良、和歌山、山口、徳島、香川、高知、愛媛、
長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
２名 秋田、山形、山梨、鳥取、島根、佐賀、沖縄
UI ゼンセン『役職員名簿』（２００６年１１月）
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UIゼンセン同盟に新加盟した組合は、新しく単組自体を結成したものが多
い。言い換えると、産業別労働組合の協力を得なければ、労働組合を結成する
力がない企業が多い。組合を結成するには、一斉加入活動、結成大会、および
労働協約の作成などの準備作業が必要であり、組合活動経験がない労働者に
は、これらの準備作業が難しいという問題がある。それゆえ、産業別労働組合
の支援が必要となる。むしろ、すでに企業別労働組合があって、単組だけがあ
ればよい、産業別労働組合に参加する必要は感じないという企業を組織化する
のは困難である。
従業員の相談から組合結成に繋がる場合、相談に来る人が、店長クラス（管
理職クラス）であれば、組合設立は成功する確率が高いと言われる。一方、経
営側に働きかけて組織化を試みる場合、企業名鑑を見ながら人事部にアポイン
トメントをとって訪問することも多い。１回目の訪問が組織化に繋がることは
ほとんどなく、様々な形で訪問活動を続けることが組織結成に繋がる。
５．なぜ、労働組合に入ったのか？
本節では、最近（２０００年～２００５年）労働組合を結成し、UIゼンセン同盟に
加盟した５組合のケースを検討する。５組合が所属する企業の基本情報は以下
の通りである（図表１５）。
図表１５ 調査対象組合の所属企業の属性
企業設立年 事業所所在地 業種
Ａ社 １９９０年 兵庫県 外食・惣菜チェーン
Ｂ社 １９５１年 本社：岡山県
店舗：岡山県を中心に１７店舗
ホームセンター
Ｃ社 １９０５年 岡山県 食品卸
Ｄ社 １９４９年 本社・工場：静岡県
営業所：東京都、静岡県、愛知県、大阪府
関連会社：静岡県
関連会社工場：静岡県、鹿児島県
水産加工
Ｅ社 １９７３年 本社：東京都
（１０支社、９８支店、１７営業所）
介護
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また、５組合およびインタビュー対象者の基本情報は以下の通りである（図
表１６）。なお、インタビューは２００７年２月１７日に UIゼンセン同盟本部で行っ
た。調査はグループインタビュー方式である。
調査対象の５組合の組合結成のタイプを敢えて名づけるならば、
①「従業員－経営型」（労使が労働組合結成に合意した後に産別に相談し
たパターン）＝Ａ労組
②「経営－産別型」（産別の働きかけと経営者の決断によって結成された
パターン）＝Ｃ労組
③「従業員－産別型」（労働条件等に不満をもつ従業員が組合を作ろうと
して産別に相談したパターン）＝Ｂ労組・Ｄ労組
図表１６ 調査対象者が所属する組合の概要
設立年 組合所在地
UI ゼンセン同盟で
の所属部会
組合員数 組織率 専従
インタビュー
対象者の属性
Ａ労組 ２００４年
５月１１日
兵庫県 フード・サービス部
会
正社員 １１１
（男１０３、女８）
パート １，８９０
（男７１６、女１，１７４）
合計 ２，００１
９５％ １名 委員長
Ｂ労組 ２００２年
４月１５日
岡山県 流通部会 正社員 ２５１
（男２０５、女４６）
パート ４４１
（男６２、女３７９）
合計 ６９２
９３％ １名 委員長
Ｃ労組 ２００５年
９月２１日
岡山県 地方部会 正社員 ８５
（男７７、女８）
パート ２１
（男９、女１２）
合計 １０６
９８％ なし 委員長
Ｄ労組 ２００１年
１２月２２日
静岡県 地方部会 正社員 １３１
（男１１０、女２１）
パート １８
（男３、女１５）
合計 １４９
８４％ なし 委員長
副委員長
執行委員
Ｅ労組 ２０００年
４月１日
東京都 なし
（UI ゼンセン同盟
傘下の日本介護クラ
フトユニオンの１分
会という位置づけ）
正社員 ５，６６９
（男１，０７０、女４，５９９）
パート ２５，５２８
（男１，１４５、女２４，３８３）
合計 ３１，１９７
９９％ ５名 副事務局長
組合員数、組織率、専従人数の数値は、UI ゼンセン同盟の組合台帳（２００７年２月１７日時点）に基づく。
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④「産別主導型」（産別主導でクラフトユニオンが設立されたのを期に組
合を結成して参加したパターン）＝Ｅ労組
となる。
このような５組合に対して、①なぜ労働組合を結成したのか、②なぜ産業別
労働組合にも加盟したのか、③労働組合を結成して何が変ったのか、を中心に
質問した。以下では、各労組にその内容を取りまとめた。
（１）Ａ労組
Ａ労組は、兵庫県で外食・惣菜チェーンを展開する企業の労働組合である。
UIゼンセン同盟のフード・サービス部会に所属している。
２００４年、Ａ労組は結成と同時に UIゼンセン同盟に加盟した。同時に UIゼ
ンセン同盟の「暫定労働協約」を基本に仮協約が結ばれており、２００７年春闘で
本協約の締結を要求し交渉した。
組合員数は２，００１名（正社員１１１名、パートタイマー・アルバイト１，８９０名）
で、専従者は１名である。組合員の範囲は非管理職であり、パートタイマ （ー主
婦パート、高校生・大学生アルバイト含む）も組合員である。ユニオン・
ショップ制を持っており、組織率は９５％であるが、これは組織化対象の従業員
に占める割合である。実際には試用期間や入社後間もない人は非組合員となる
ので、従業員全体で見たときの組織率は７５％程度になる。これだけの差がある
のは、従業員の入職と退職が多い（平均で半年程度）からである。
労使協議会は毎月一回定期的に開催され、会社側は社長と役員全員、組合側
は執行部三役が出席する。
①なぜ組合を結成したのか
Ａ労組結成の直接のきっかけは、あるパートタイマーが偶然共産党系の労働
組合に相談をしたことである。その後、その組合から会社側に相当の圧力が
あった。相談したパートタイマーは会社側と争うほどの気持ちがあったわけは
なく、軽い気持ちで会社の不平・不満を話しただけであり、共産党系の労働組
合が行った会社への抗議行動について本人は何も知らなかった。また、これを
きっかけに共産党系の組合ができたわけでもない。
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そのパートタイマーが所属していた店舗の店長（のちのＡ労組初代委員長）
が、この件について会社に相談していく中で、対策として労働組合を結成する
必要性を感じ、別の従業員１名を誘って行動を始めた。
組合結成について会社とも話し合いをしたときに、前の会社で UIゼンセン
同盟傘下の単組があったという人（現取締役）がいた。その人から、生産性三
原則に賛成し、UIゼンセン同盟の名前が挙がり、UIゼンセン同盟兵庫県支部
に相談しに行った。
もうひとつのＡ労組結成の潜在的な要因は、労働条件の整備が急激な店舗拡
大に追いついていなかったことである。Ａ組合結成当時は、店舗数や売上高は
１年で２倍になるというペースであった。Ａ労組結成以前には賃金交渉の機会
もなく、外食産業の特性上、長時間労働が常態化していたが、企業側も従業員
側もそれが当たり前だという意識が多分にあり、労使関係は特に悪くはなかっ
た。しかし、店舗を拡大する過程で他企業経験者を多数採用するようになる
と、彼らから長時間労働に対して不満の声がではじめた。この状況に対して、
企業側も法律に従った対応をする必要性は感じながらも問題解決はできないと
いう状況であった。そのため、労使協力して問題解決にあたり、組合側も経営
側に要求や意見を言える組織として労働組合をつくることになった。
②なぜ産業別労働組合にも加盟したか
まず前述のように、共産党系の労働組合による会社への圧力をきっかけに労
働組合結成について労使での話し合いが始まり、そのときの経営側から UIゼ
ンセン同盟の名前が挙がったということがある。
次に、恒常的に発生していた長時間労働問題の解決策を UIゼンセン同盟に
相談したことである。当時、従業員だけでなく、会社側も長時間労働問題を解
決したいと考えていた。
UIゼンセン同盟兵庫県支部に相談に行ったのが２００３年１１月でＡ労組結成が
２００４年５月である。半年間、UIゼンセン同盟の協力で労働組合に関する勉強
会を繰り返した。
③組合を結成して何が変ったか
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Ａ労組が結成されたことにより、賃金交渉が始まり、長時間労働問題を労使
協議の議題とするようになった。最近では、２００７年度にＡ労組主催でレクリ
エーション大会の開催を企画している。
Ａ労組が結成されたことにより、従業員が不満や意見を伝える場ができた。
現在最も多い不満は職場の人間関係に関するもので、特に店長に対するものが
多い。そのほか、店舗が分散しているために、労使で取り決めた昇格・昇給の
制度が地方の店舗に伝わっていないという不満が次に多い。
Ａ労組結成１年半くらいの間は、会社側への不満よりも、新しく雇われた
パートタイマーからユニオン・ショップ制と組合費のチェック・オフに対する
不満のほうが多かった。これに対して、Ａ労組は２００６年からは専従者を置いて
各店舗を回り、組合活動への理解を深めてもらう活動を行っている（それまで
は専従者はいなかった）。
労使協議の成果として達成されたパートタイマーの労働条件向上としてはま
ず、交通費が出るようになったことである。また、慣例として、会議のために
出社したときは公休扱いであったのを出勤扱いに改めた。
ほかには、UIゼンセン同盟の共済などの案内を組合員にするようになった。
（２）Ｂ労組
Ｂ労組は、岡山県を中心にホームセンターを経営するオーナー企業の労働組
合である。UIゼンセン同盟の流通部会に所属している。
２００２年、Ｂ労組は結成と同時に UIゼンセン同盟に加盟した。このとき、UI
ゼンセン同盟の「暫定労働協約」（労働協約案）を参考に、労使で仮の労働協
約を締結している。その後、２００６年には労働協約を本協約へ変更した。
当初から組合員の範囲は、部長以上、人事担当者、経理課長を除く全員（パー
トタイマーも含む）である。組合員数は６９２名（うち正社員２５１名、パート４４１
名）で専従者は１名である。
企業内に労使協議制があり、通常は月一回の頻度で開催しているほか、問題
が発生した場合に開催している。ふだんの経営側の労使協議参加者は、社長を
除く役員クラスと人事部長であり、最終決定時には社長が出席する。
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①なぜ組合を結成したのか
Ｂ労組結成の最大のきっかけは、残業代の不払い問題であった。また、過酷
な長時間労働があり、労働基準監督署に駆け込む従業員も出ていた。さらに、
従業員の評価制度がなく、不透明な人事異動や昇格・降格が行われていた。こ
のような状況の下で、先行きがわからず安心して働けない従業員は感じてお
り、その中の数名が中心となってＢ労組を結成した。
労働条件等に対する不満は多くの従業員が持っており、従業員が苦情を伝え
る社内機関もなかったため、Ｂ労組の結成にはほとんど反対がなかった。
②なぜ産業別労働組合にも加盟したか
Ｂ労組結成の１０年ほど前から、ゼンセン同盟のオルガナイザーが数回にわ
たって会社の本部を訪ねて、労働組合を作らないかと働きかけをしていた。そ
のため、経営側はＢ労組結成以前からほとんどの人がゼンセン同盟の存在を
知っていた。これに対して、従業員はゼンセン同盟を知らない人がほとんど
だった。
Ｂ労組結成の手順は、企業内で前述のような問題が発生していたところに、
UIゼンセン同盟のオルガナイザー（岡山県支部担当者）が、組合結成の有志
を訪ねて労働組合結成の誘いをしてきたのが最初である。その後、会社側に有
志の特定ができないよう UIゼンセン同盟が代表となって会社側と交渉を行っ
た。その後、Ｂ労組が結成されたが、オルガナイザーが有志を尋ねてきてから
の期間は一ヶ月弱であった。
Ｂ労組は結成前に、UIゼンセン同盟以外の産業別労働組合の加入も検討し
ていた。産業別労働組合の考え方を検討した結果、組合結成の中心人物となっ
た人たちの考え方、すなわち「会社もよくなって、自分たちの周りの従業員の
条件も良くなる」という考え方にあっていた UIゼンセン同盟に加盟した。
結成時に UIゼンセン同盟に加盟したことについてＢ労組は、組合立ち上げ
や運営・労使交渉のノウハウについて指導を受けられたことをメリットだと感
じている。
③組合を結成して何が変ったか
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前述の通り、会社は不透明な人事異動、昇格・降格を行っていたが、実態は
当時企業に入っていた経営コンサルタントへの丸投げ状態で、会社は言われた
とおりの人事異動、昇格・降格を行っていた。これに対して従業員の不満が高
まり、組合結成のきっかけの１つとなっていたので、Ｂ労組は結成後すぐに、
この経営コンサルタントに対して、組合として拒否を表明して手を引かせた。
その後は、労使協議をしながら評価制度を策定し、改訂を続けている。また、
Ｂ労組は、不適格な会社役員を退任させるよう会社に意見し、実際にそのよう
な人たちは退任した。
次に、Ｂ労組は会社に提案を行い、労働条件や現場の改善をしていった。そ
の結果として、多かった不払い残業も、一部の従業員が自分の判断でやってし
まう程度になった。そして残業が少なくなった結果、現場の効率は改善してい
るという。実際に、組合結成当時は落ち込んでいた経営状態も現在では回復
し、売上も２００６年から上昇した。
現在では、Ｂ労組は労使の信頼関係ができあがり、労使で話し合いが十分で
きていると感じている。組合結成以前は創業者であるオーナー社長に意見をし
て解雇された従業員もいたので、会社に対して良い意見も悪い意見もできない
状況があった。
以上のようにＢ労組の結成によって、組合結成のきっかけとなった問題が解
決されたが、これに加えてその他の組合員の賃金や生活の向上にかかわる組合
活動も始まった。組合結成以前には賃金交渉が行われておらず、会社側の言い
値で賃金が決まっていた。パートタイマーに関しては１０年程度賃上げが行われ
ていなかった。組合結成後は賃闘への参加や一時金の交渉が行われるように
なった。また、UIゼンセン同盟から賃金交渉のための資料が提供されるので、
それを元に会社側と交渉したり、一般組合員にも賃金の世間相場を知らせるこ
とができるようにもなったりした。さらに、賃金以外にも、UIゼンセン同盟
を通して、組合員が有利な条件で損害保険や積み立て共済などに入ることがで
きるようになった。
さらに組合員の反応としては、労働条件や職場のことだけでなく私生活で
困ったことも相談できるところができたという声もある。たとえば組合員の借
金問題なども、Ｂ労組で解決策を出したり、UIゼンセン同盟や連合の顧問弁
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護士の無料相談を受けたりできるようになった。
（３）Ｃ労組
Ｃ労組は、岡山県で食品卸を展開するオーナー企業の労働組合である。UI
ゼンセン同盟の地方部会に所属している。
Ｃ労組は２００５年に結成された。UIゼンセン同盟への加盟は結成とほぼ同時
である。労働協約は、UIゼンセン同盟の「暫定労働協約」をもとに、UIゼン
セン同盟が作成した仮協約が結ばれている。
組合員の範囲は次長以外を除く全員でパートタイマーも含む。組合員数は
１０６名（正社員８５名、パートタイマ ２ー１名）で、ユニオン・ショップ制である。
専従者は置いていない。
労使協議は賃上げ、一時金の時以外には定期的に行われているわけではな
く、問題が生じたときに開催される。なお、現在でも、賃上げ、一時金交渉の
際には、UIゼンセン同盟の岡山県支部がＣ労組役員と一緒に労使協議の企画
を行っている。
①なぜ組合を結成したのか
Ｃ労組結成の最初のきっかけは、２００４年１１月頃、数名の従業員が不払い残業
に強い不満を持ち、労働基準監督署に話したことである。そのときは大きな問
題とはならなかった。ちょうど同じころ、UIゼンセン同盟岡山県支部のオル
ガナイザーが会社を訪問し、組合の必要性について説明した。
その後、２００５年６月に同じ人物が、不払い残業が残っていると再度労働基準
監督署に話したことで、会社側は過激な組合に従業員が駆け込むことを恐れ
た。そこで、UIゼンセン同盟のオルガナイザーが再び来るようになった。ま
た、社長も UIゼンセン同盟の組合を持っている他企業の情報を集めるなどし
ていた。当時の人事担当者や役員層は組合を作ることには消極的であったが、
最終的には企業防衛になると判断した。
②なぜ産業別労働組合にも加盟したか
以前から UIゼンセン同盟のオルガナイザーが会社を訪問していたところ
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に、不払い残業問題が発生したため、Ｃ労組の結成時から UIゼンセン同盟が
関わった。
③組合を結成して何が変ったか
もともと平均的な労働条件は低くなかったし、従業員の労働条件に経営側が
理解を示していた。Ｃ労組は組合員が意見をできる提案箱を設置したが、意見
や不満はほとんどない。長時間労働も一部の人が長いという状況であったが、
Ｃ労組結成後は、労使でその偏りを是正する活動を行っている。
不払い残業問題については、会社側から UIゼンセン同盟に相談があり、残
業代をきちんと出す、健康問題が生じるような長時間の残業をさせないという
ことを労使で取り決めた。そのほかの法律対応なども会社側が UIゼンセン同
盟とＣ労組の話し合いが進んでいる。
（４）Ｄ労組
Ｄ労組は、静岡県で食品加工業を経営する企業、および静岡県のグループ会
社の労働組合であり、UIゼンセン同盟の地方部会に所属している。なお、静
岡本社はオーナー企業である。
２００１年１２月、Ｄ労組は結成と同時に UIゼンセン同盟に加盟した。労働協約
については、Ｄ労組結成時に仮協約を結び、それが１年間適用されたのに、２
年目に本協約が締結された。
組合員数は１９４名で、うちパートタイマーは１８名である。専従役員はおいて
いない。組合員の範囲は課長以下である（人事関係等、次長以上が非組合員）。
また、新入社員については基本的に労働組合に加入することにしているが、厳
密なユニオン・ショップ制ではない。
現在、春の賃上げ交渉と夏季・冬季の一時金交渉は事前協議無しに団体交渉
が行われているが、それ以外に問題が発生した場合には労使協議会が開催され
る。実際には、賃上げ・一時金の団体交渉の場で多くのことが話し合われるの
で、団体交渉が主な労使の話し合いの場になっている。現在、団体交渉の会社
側出席者は、取締役、総務部長である。
①なぜ組合を結成したのか
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Ｄ労組結成のきっかけは、会社の一部の人間が当時行っていた一種のパワー
ハラスメントであった。もともとＤ労組結成以前から、会社側は残業代を支払
わない、意見した従業員を解雇するといったことをやっていた。さらに、当時
の会社幹部が一方的に配置転換、降格人事を決めており、管理職が次々と辞め
ていく状況にあった。その中で、会社を去った部長職にあった人物が、現Ｄ労
組委員長に対して労働組合を作ることを勧め、連合静岡のパンフレットを見せ
たことが最初である。その半年後に連合静岡に組合結成の相談をすることにな
り、連合静岡の人物と話し合ったところ、UIゼンセン同盟の静岡県支部のオ
ルガナイザーを紹介された。
②なぜ産業別労働組合にも加盟したか
UIゼンセン同盟のオルガナイザーと接触した当初の２００１年８月段階では、
組合結成をしようとしていたのは現委員長と現副委員長の２名だけであった。
そのため、周囲の従業員に声をかけて７名を集め、２００１年９月から７名で組合
結成のための研修会を UIゼンセン同盟静岡支部の協力で１０回程度開催した。
この研修会は会社に極秘で、勤務終了後に行っていた。
Ｄ労組の結成は２００１年１２月であったが、会社側に組合結成通知書を提出した
のは翌２００２年２月１２日の午前１０時であった。２月１２日の昼には、静岡のいくつ
かの工場、東京、名古屋、大阪の営業所、鹿児島の関連工場で、組合加入の一
斉活動を行った。このとき、UIゼンセン同盟の各地方支部の支援を受けて一
斉活動を行った。その結果、結成翌日の段階で約７０％の従業員がＤ労組に加入
した。
このように、Ｄ労組は結成にあたって、連合静岡、UIゼンセン同盟の支援
を一貫して受けており、UIゼンセン同盟に加盟したのは自然な流れであった。
③組合を結成して何が変ったか
組合結成後は賃上げ、一時金の団体交渉が行われるようになり、組合結成の
契機となった一方的な配置転換・降格人事などは交渉事項となった。当初、団
体交渉にはグループ企業の社長は出席していたが、現在では出席しなくなって
いる。なお、本社のオーナー社長は最初から出席していない。
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UIゼンセン同盟からは賃上げ資料を提供され、それをもとに交渉を行って
いる。組合結成当初、会社側には交渉ノウハウがなく、組合の要求のままに賃
上げをするような雰囲気があり、組合側が世間相場と経営状況を考えてある程
度のところで要求をとめていたが、最近では会社側も県の相場賃金データを入
手して賃上げ交渉に臨むようになった。また現在では、組合結成以前は支払わ
れなかった残業代が出るようになっている。
Ｄ労組はアンケート調査や意見ポスト、組合ニュースを使って、苦情・要望
など組合員の声を集めるようになり、それを団体交渉の場で会社側に要求して
いる。
現状のＤ労組の問題点としては、ユニオン・ショップ制になっていないこと
である。賃上げの結果等は非組合員にも適用されるので、Ｄ労組を脱退し、組
合費を払わないで賃上げ結果だけを享受する、いわゆるフリーライダーとなる
人が出てきている。さらに、新入社員は基本的にＤ労組に加入することには
なっているが、新入社員の採用自体がないので組織率が低迷し、同時に組合役
員も高齢化し後継者育成が進まないという現状がある。
（５）Ｅ労組
Ｅ労組は、東京都で介護サービス事業を展開する企業の労働組合である。Ｅ
労組は UIゼンセン同盟傘下（直加盟）の日本介護クラフトユニオン
（NCUU）の１支部という位置づけである。
Ｅ労組が結成されたのは UIゼンセン同盟介護クラフトユニオン結成直後の
２０００年４月であり、以後介護クラフトユニオンの有力支部（分会）となってい
る。なお、２００６年１０月の介護クラフトユニオン定期大会の時点では、２３分会が
ある。組合員数は３１，１９７名（正社員５，６６９名、パートタイマ ２ー５，５２８名）で、
専従者は５名である。労働協約は現在でも暫定協約である。
労使協議は定期的なものはないが、問題があったときに開催している。
①なぜ組合を結成したのか
２００４年４月に年介護保険制度がスタートする直前の２月にゼンセン同盟の指
導のもと介護労働者のクラフト型ユニオンが発足した。その以前から、親会社
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がゼンセン同盟に加盟していたので、日本介護クラフトユニオンができた時
に、関連会社としても組合（Ｅ労組）を作ってゼンセン同盟に加盟することに
なった。
②なぜ産業別労働組合にも加盟したか
親会社の労組がゼンセン同盟に加盟していたところに、ゼンセン同盟が日本
介護クラフトユニオンの結成準備を進めていた。そのなかで、UIゼンセン同
盟から会社側に組合を作って介護クラフトユニオンに参加するよう働きかけが
あってＥ労組が結成されたので、UIゼンセン同盟に所属することになった。
③組合を結成して何が変ったか
現在、UIゼンセン同盟日本介護クラフトユニオンの支援を受けて、「民主化
対策委員会」を開き、労働条件を変更する際の事前協議を導入するべく労使で
話し合いを進めている。民主化対策委員会の委員には、UIゼンセン同盟、日
本介護クラフトユニオン、Ｅ労組の役員が入っている。
なお、日本介護クラフトユニオンの支部に位置づけられている他の組合で
も、Ｅ労組と同じように当該企業の労使だけでは解決できない問題が生じたと
きには、UIゼンセン同盟、日本介護クラフトユニオンが参加して「民主化対
策委員会」などを立ち上げている。
Ｅ労組をはじめとして、日本介護クラフトユニオンの支部となっている組合
の賃金、労働条件の交渉では、集団交渉が行われている。具体的には、「労使
会議」が設定され、介護クラフトユニオンとしての統一的な考え方、要求を各
社の経営陣に提示するという形である。この労使会議は東京と大阪で行われて
いる。
そのほか、介護クラフトユニオンに加入している人には各社の正社員もいる
が、パートが多く、ほかに登録ヘルパーがいる。登録ヘルパーは、自宅から要
介護者のところに直接出向いてケアをするという仕事のやり方をしており、所
属する事業所には月１回程度行くだけである。特に、パートタイマーや登録ヘ
ルパーにとって UIゼンセン同盟の共済だけでなく、介護クラフトユニオン自
前の共済の両方に加盟できるようになっていることが組合員の大きなメリット
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になっている。病気の人の介護もするため感染症にかかる危険が大きいので、
クラフトユニオンの共済ではそれに対する共済を用意している。
また、介護クラフトユニオンは介護の仕事をしている人たちの教育や情報交
換の場になっており、全国各地で企業を超えて介護に関する研修会を行った
り、会社や組合への要望を話しあったりするミーティングを設けたりしてい
る。
６．まとめ
本稿では、組織拡大に成功している UIゼンセン同盟を取り上げ、組織化の
実態とその組織化を促す仕組みを検討した。
第一に、UIゼンセン同盟による組織化戦略は本部の集権的な計画によって
実施されており、組織化を進める人材についても、本部の組織拡大局職員、支
部職員、および個別単組専従職員などの協力体制が構築されていることが確認
できた。
第二に、５社と事例は少ないが、実際に組合を結成した当事者のヒアリング
調査を行い、組合を結成するきっかけと産業別労働組合の役割を検証した。産
別労働組合の組合結成に対する役割について考察すると、２つの視点から組織
化戦略を捉え直すことができる。それは、労働組合を結成した場合のベネ
フィットとコストである。
図表１７はこれを示したものである。かりにベネフィットがコストを上回れば
組合は結成され、コストがベネフィットを上回る場合には無組合状態でいるこ
とになる。組合結成のノウハウが不足している、従業員が組合結成に協力的で
ない、適切なリーダーとなる人材がいない、経営側が非協力的である、などの
場合には組合結成のコストは上がる。逆に、組合を結成することにより解決で
きる問題が多いならばベネフィットは高まる。
この意思決定に影響を与えるのが産業別労働組合の存在である。産業別労働
組合は、さまざまなサービスを行い、その対価として組合費を得ている。これ
が労働組合結成の意思決定に影響を与える。産業別労働組合の立場から見る
と、構成組織数、組合員数を増やしたいならば、組合結成のコストとベネ
フィットを変化させる戦略をとることが可能である。以下では、産業別労働組
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図表１７ 労働組合結成の意思決定
合が取りうる戦略を「結成コスト削減戦略」と「ベネフィット拡大戦略」に分
けて説明しよう。
（１）結成コスト削減戦略
まず、新たに結成される単組が産業別労働組合に加盟することを考えた場
合、組合費（上部団体費）を支払う必要があるので、組合結成コストは上がる。
また、従業員の中で上部団体へ加盟するコンセンサスがとれない場合にもコス
トは上昇する。
逆に、産業別労働組合が組合結成に必要なノウハウ（組合結成の指導、労働
協約のひな形の提供など）を与えれば、組合結成コストを下げる。このよう
に、産業別労働組合が新規組合の立ち上げ支援を積極的に行うことにより、新
規加盟組合の獲得をはかるのが結成コスト削減戦略である。
（２）ベネフィット拡大戦略
これに対して、産業別労働組合が組合結成により得られるベネフィットを高
めるサービスを行うことによって、新規組合結成・加盟獲得をはかるのがベネ
フィット拡大戦略である。たとえば、春闘などの共闘、賃金などの労使交渉の
手助け、産業別労働組合による労働相談サービスや共済の提供、その他の情報
共有などが挙げられよう。
３５６ 法政大学キャリアデザイン学部紀要第７号
Hosei University Repository
図表１８ 産業別労働組合が労働組合結成の意思決定に与える影響
したがって、産業別労働組合が関与した場合には、労働組合を結成するか否
かの意思決定は図表１８のようになる。単独で組合を結成するときとはベネ
フィットもコストも変ってくる。そして、産業別労働組合の手助けを受けて労
働組合を結成し、その後加盟するケースというのは、ベネフィットとコストの
差が他の選択肢よりも大きい場合である。
労働組合結成の需要は意外と多いのかも知れない。しかし、企業別労働組合
を独自に結成するコストが増大し、組合結成のベネフィットが曖昧化してい
る。だからこそ、産業別労働組合の役割は増大する可能性があると言えよう。
［注］
（１）本稿の作成に当たっては、UIゼンセン同盟の本部、県支部、個別企業労
働組合リーダーの方々にヒアリング調査のご協力をいただいた。お名前を
あげることはできないが、ここに記して感謝申し上げたい。本稿の作成段
階では、２００８年度日本労務学会全国大会で発表する機会を得て、出席者か
ら有益なコメントをいただいた。ここに記して深く感謝申し上げる。ただ
し、論文の誤りは著者に帰するものである。日本学術振興会科学研究費補
助金（基盤研究（C））「戦後日本の中小企業における労使交渉の制度化―
オーラルヒストリーによる検証の試み―」（課題番号：２０５３０３１４、研究代
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表者：梅崎修）と生産性助成（「従業員の多様化と労使交渉形態―「問題
探索型」労使協議制度の機能―』代表者：梅崎修）の研究成果の一部であ
る。
（２）財政面から見た企業別労働組合の裁量の大きさは、岩崎（１９９４）が詳しい。
（３）企業別労働組合の拡充とそれに伴う「企業社会」の成立は、全国、産別労
働組合運動の縮小でもあるという考え方である（木下（２００４）、熊沢
（１９９５）など参照）。
（４）ヒアリング調査が行われた２００７年１２月１０日時点。
（５）担当先企業との馴れ合いやマンネリ感を防ぐ意味もある。
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ABSTRACT
The role of the Congress of Industrial Organiza-
tions in the organization of labor unions and ne-
gotiation of working conditions
Chiei NAGUMO
Osamu UMESAKI
The subject of this thesis is “UI・Zensen Doumei” (The Japanese Federa-
tion of Textile, Chemical, Food, Commercial, Service and General Work-
ers’Unions), which has succeeded in expanding the organization of labor un-
ions. It analyzed the realities of and factors in the expansion of labor unions.
The study clarified that firms are planning to implement a strategy for the
expansion of labor unions in association with UI・Zensen Doumei; the union
headquarters will play a central role in this expansion. Moreover, the study
confirmed that a cooperative relationship has been established between the
headquarters, branches, and individual firms. In addition, the people who
formed the union were included in the investigation, and the possibility of
union formation and role of industrial unionism were analyzed. The profit
and cost of union formation were examined, and a strategy that reduced the
cost of union formation and one that expanded the profit after union forma-
tion were identified. The former strategy entails supplying the know−how of
union formation, and the latter involves providing support for labor−man-
agement negotiation and serving the union members. Industrial unionism
might have a more important role to play when the cost of forming enter-
prise−based unions increases, and the profits of unions are made vague.
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